第2部　地方創生と地域おこし
地方創生の本質を考える　　　
茶　木　　篤　紀
自治労連三次市役所労働組合委員長

　県北の三次市・庄原市は広島県の連携中枢都市圏構想から外れています。国の「集中とネット」によると地方交付税は拠点都市へ振り分けられ、三次市・庄原市は交付税を減らされるおそれがあり、地域の特性を生かした地域づくりが求められています。
１.平成の市町村合併
　三次市は2004年4月１日に８市町村（三次市・君田村・布野村・作木村・三良坂町・吉舎町・三和町・甲奴町）の合併により，誕生しました。合併協議会は2002年４月15日に設立され、16回にも及ぶ協議会を経て、2004年の合併をむかえました。各市町村において、合併協議会主催のシンポジウムが開催されました。私は、君田村の出身でシンポジュームにも参加しましたが、反対の意見もありましたが、合併推進を掲げる広島県の主導により、反対の議論はその場限りであったように記憶しています。８市町村の首長はがっちりと手を組み、当時の吉岡旧三次市長のイニシアチブのもとに２年後の市町村合併に向け進んで行きました。
[bookmark: _GoBack]そして、合併から１０年が経過した現在では、合併時の61,823人の人口が、今年の７月には54,900人となり、7千人弱減少しています。市が2015年10月に作成した人口ビジョンによると2030年には人口が5万人を切り、4万5千人にまで減少すると予測されています。また、小学校の統廃合が進んでいます。合併からはすでに8校が統廃合となり、合併時３０校あった小学校は現在２２校となりました。これも人口減少、少子化によるものであり、地域衰退の第１歩ともいえることです。市職員数は2005年に作成された定員管理計画によると作成時744人の職員を2014年度に616人にするとしていましたが、2015年度現在の職員数は561人であり、人件費にして１５億円の削減効果をもたらしました。原因としては、予測以上に定年を待たずに早期退職が多くありました。今年度の年齢構成は４０歳代がもっとも多く、つづいて５０歳代が全体の７５％を占め３０歳代、２０歳代においてはわずか２５％、そのうち２０歳代はわずか６％といびつな年齢構成となっています。このことからこれまで退職者数の３分の１を補充する方針を終了し、退職者と同数の職員を採用することとし、合わせて、管理職５９歳退職慣行を取りやめることになりました。

２．三次市まち・ひと・しごと創生総合戦略
　このような現状の中、三次市まち・ひと・しごと創生総合戦略提案事業が2015年10月に作成されました。作成するに当たって、職員が職場単位で提案する場合と、また、ひとりの市民として提案した120を超える事業の中から約50の事業に絞込み、展開していくことが決まりました。
「しあわせを実感しながら、住み続けたいまち」をめざす姿とし、「第２次三次市総合計画」に掲げる４つの挑戦の「人口減少・少子高齢社会への挑戦」、「女性の就労と子育ての両立」、「協同による地域づくり」、「拠点性を活かした未来の開拓」を主題としています。人口減少という厳しい現実に直面している今こそ、市民と行政との対話と共感を大切にしながら、市民との協同を推し進めることにより、市民の力を引き出し、市民の力が最大限に発揮され、誇りを持って住み続け、離れてもまた帰ってくる、そんな三次で暮らしたい人が集まってくるまちを目指しています。
　三次市・庄原市は「連携中枢都市圏構想」から置き去りにされた中で、地域の特性を活かした地域づくりが求められています。地域住民の暮らしを無視した「地方創生」の矛盾を広く住民に知らせ、住民と自治体職員が一体となり、地域に根ざしたまちづくりを進めるとともに、子育てしやすい、将来も安心して暮らせる自治体行政の基本に立ち返り、まちづくりを提案していけるよう学習を進めていきたいと考えています。
合併前の市町村図
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